予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 新「福祉プラスワン」駐車場推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　
	事業費


　要求額：3,000千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


近年、高齢化等の理由により、障がい者用駐車スペース利用者が急増していることから、車いす利用者用の幅の広い駐車スペースに加えて、車いすユーザー以外の障がい者や高齢者等が優先利用できる通常幅の駐車スペースを新たに整備（路面塗装）し、利用者側の選択肢を増やす取り組みをモデル的に実施するとともに、駐車場利用マナー向上のための啓発を行う
モデル事業の結果を踏まえ、次年度以降、徐々に民間に普及・拡大していく

（１）経　緯

障がい者用の駐車スペースの設置は、大規模施設では法令で義務づけられているものの一般的な施設では努力規定とされており、利用対象者や利用方法について具体的な定めが無く、利用者のモラルや施設設置管理者の判断に委ねられているのが現状である。
そのような中で、健常者が障がい者用スペースに駐車することにより、障がい者が入口から遠い（あるいは幅の狭い）スペースに駐車せざるを得ないケースや、内疾患を抱える内部障がい者などは、外見上は健常者と変わらないことが多いために、歩行が困難な状況であっても、障がい者用の駐車スペースには駐車しづらいという問題がある。
さらには、今後高齢者の急増が見込まれる中で、障がい者団体からは、幅の広い障がい者用スペースとは別に、高齢者用スペースを設置してほしい旨の要望が出されている。

（2） 事業内容

◆「福祉プラスワン駐車場（仮称）」モデル事業の実施※
①モデル事業　

車いす利用者用の幅の広い駐車スペースに加えて、車いすユーザー以外の障がい者や高齢者等が優先利用できる通常幅の駐車スペースをモデル的に整備（路面塗装）し、利用状況を確認することにより、その効果を測る。

・対象施設：県庁、シンクタンク庁舎、福祉・農業会館、総合庁舎（４箇所） 等

・方法　　：すでに車いす利用者の駐車スペースを設置している施設について、入り口に近い２～５区画（通常幅）を路面塗装し、「福祉プラスワン駐車場（仮称）」として区画指定するとともに、施設の警備員による利用状況調査を行う

※車いすユーザー以外の障がい者や高齢者等の優先スペースを別に設けることにより、車いすユーザーは従来どおり幅の広いスペースを確保することができ、広いスペースを必ずしも必要としない高齢者や内部障がい者にとっては、新たに優先利用できるスペースができ、車いすユーザーとのすみわけが可能となる。

②障がい者用駐車スペースに関する意見聴取および事例調査
障がい者用駐車スペースの不適正利用や他県制度の現状と問題点を明らかにし、本県における障がい者用駐車場のあり方について、関係団体や有識者等からの意見を聞く機会を設けるとともに、既に駐車場整備又は規制制度を実施している他県事例を調査する。

③事業者等アンケート調査および駐車場利用マナー向上のための啓発
県内の障がい者用駐車スペースの利用状況等を把握するため、事業者等にアンケート調査を実施するとともに、障がい者用駐車スペースに対する理解と駐車場利用マナー向上を促進するために、モデル事業を実施する施設で配布するリーフレットを作成し、意識向上を図る。

	２　所要経費


「福祉プラスワン駐車場（仮称）」のモデル事業の実施　　　　　 　3,000千円

	決定額の考え方


モデル事業実施後の事業展開を明確にすべきであることから、事業内容を検討することとし、予算計上を見送ります。

	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　現在の車いす用の幅の広い駐車スペースに加えて、車いすユーザー以外の障がい者や高齢者等が優先利用できる、通常幅の駐車スペース「福祉プラスワン駐車場（仮称）」を新たに整備（路面塗装）し、利用者の選択肢を増やします。

　平成25年度は、県有７施設においてモデル事業を実施し、利用状況を確認することにより、その効果を測ります。その結果を踏まえ、次年度以降の障がい者等用駐車場の不適正利用への対策を図っていきます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	本事業の結果を踏まえ、次年度以降の障がい者等用駐車場の不適正利用への対策を図っていくため、現時点での指標設定は困難。


（平成24年度の取組）

	


（平成24年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「福祉のまちづくり条例」における県の基本方針として、高齢者、障がい者等をはじめ、すべての人が住み慣れた地域社会で自由に行動でき、安心して暮らすことができる「福祉のまちづくり」に関する県民意識の高揚及び高齢者、障がい者等の社会参加の促進が定められており、「福祉プラスワン駐車場（仮称）」の取り組みに対する必要性は高い

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　車いす利用者、車いすユーザー以外の障がい者や高齢者、施設設置管理者等それぞれの立場からの意見を調整していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
高齢者の増加に伴い、車いすユーザー以外の障がい者の増加が見込まれる中で、「福祉プラスワン駐車場(仮称)」に対するニーズはますます高まると考えられる。次年度は、モデル事業と啓発を行うとともに、他県調査および関係団体や有識者等からの意見を聞く機会を設け、本県の体制整備を検討していく。


